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(57)【要約】
ガス油供給原料を接触分解条件下で接触分解触媒と接触
させて、分解ガス油生成物及び使用済み分解触媒を含む
立上がり管反応器生成物を産出するための立上がり管反
応器；立上がり管反応器生成物を分解ガス油生成物と使
用済み分解触媒とに分離するための分離器；該使用済み
分解触媒を再生して、再生触媒を産出するための再生器
；ガソリン供給原料を高厳密性条件下で該再生触媒と接
触させて、分解ガソリン生成物及び使用済み再生触媒を
産出するための中間反応器；中間反応器と立上がり管反
応器とに接続し、該使用済み再生触媒を接触分解触媒と
して使用するために立上がり管反応器に送るようにした
第一導管；及び中間反応器と再生器とに接続し、該使用
済み再生触媒を再生器に送って、再生触媒を産出するよ
うにした第二導管；を有するシステム。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガス油供給原料を接触分解条件下で接触分解触媒と接触させて、分解ガス油生成物及び
使用済み分解触媒を含む立上がり管反応器生成物を産出するための立上がり管反応器；
　立上がり管反応器生成物を分解ガス油生成物と使用済み分解触媒とに分離するための分
離器；
　該使用済み分解触媒を再生して、再生触媒を産出するための再生器；
　ガソリン供給原料を高厳密性条件下で該再生触媒と接触させて、分解ガソリン生成物及
び使用済み再生触媒を産出するための中間反応器；
　中間反応器と立上がり管反応器とに接続し、該使用済み再生触媒を接触分解触媒として
使用するために立上がり管反応器に送るようにした第一導管；及び
　中間反応器と再生器とに接続し、該使用済み再生触媒を再生器に送って、再生触媒を産
出するようにした第二導管；
を有するシステム。
【請求項２】
　前記第一導管と第二導管とに接続し、前記使用済み再生触媒を第一導管と第二導管とに
分割するようにした切換え弁を更に有する請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記再生器と中間反応器とに接続し、前記再生触媒を中間反応器に送るようにした第三
導管；及び
　前記再生器と立ち上がり管反応器とに接続し、前記再生触媒を立ち上がり管反応器に送
るようにした第四導管；
を更に有する請求項１～２のいずれか１項以上に記載のシステム。
【請求項４】
　前記第三導管と第四導管とに接続し、前記再生触媒を第三導管と第四導管とに分割する
ようにした第二切換え弁を更に有する請求項３に記載のシステム。
【請求項５】
　前記分解ガス油生成物を、分解ガス流、分解ガソリン流、分解ガス油流、及び循環油流
のうちの少なくとも２種に分離するための分離システムを更に有する請求項１～４のいず
れか１項以上に記載のシステム。
【請求項６】
　前記循環油流を立ち上がり管反応器に送るための再循環導管を更に有する請求項５に記
載のシステム。
【請求項７】
　前記分解ガソリン生成物を、エチレン流、プロピレン流、ブチレン流及び分解ガソリン
流のうちの少なくとも２種に分離するための第二分離システムを更に有する請求項１～６
のいずれか１項以上に記載のシステム。
【請求項８】
　前記分解ガソリン流を中間反応器に送るための第二再循環導管を更に有する請求項７に
記載のシステム。
【請求項９】
　前記中間反応器が高速循環流動床反応器、立上がり管反応器又は濃厚床反応器を有する
請求項１～８のいずれか１項以上に記載のシステム。
【請求項１０】
　ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内で好適な接触分解条件下、ガス油供給原料を中間蒸留物
選択的触媒と接触させて、分解ガス油生成物及び使用済み分解触媒を含むＦＣＣ立ち上が
り管反応器生成物を産出する、ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内でガス油供給原料を接触分
解する工程；
　該使用済み分解触媒を再生して再生分解触媒を産出する工程；
　ガソリン供給原料を好適な高厳密性分解条件下で操作される中間分解反応器内で該再生
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分解触媒と接触させて、少なくとも１種の低級オレフィン化合物及び使用済み第二触媒を
含む分解ガソリン生成物を産出する工程；
　該分解ガソリン生成物を、少なくとも１種の低級オレフィン化合物を含む低級オレフィ
ン生成物に分離する工程；
　該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を前記中間蒸留物選択的触媒として使用する
工程；及び
　該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を再生して再生分解触媒を産出する工程；
を含む方法。
【請求項１１】
　前記中間蒸留物選択的分解触媒が、非晶質シリカアルミナ及びゼオライトを含む請求項
１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記低級オレフィン生成物をポリオレフィン製造システムの供給原料として使用する工
程を更に含む請求項１０～１１のいずれか１項以上に記載の方法。
【請求項１３】
　前記中間分解反応器が中間反応帯域及びストリッピング帯域を画定し、該中間反応帯域
には前記ガソリン供給原料及び再生分解触媒が導入され、該中間反応帯域からは前記分解
ガソリン生成物が取出され、一方、該ストリッピング帯域には水蒸気が導入され、該スト
リッピング帯域からは使用済み再生分解触媒が取出される請求項１０～１２のいずれか１
項以上に記載の方法。
【請求項１４】
　前記中間分解反応帯域にＺＳＭ－５添加剤を導入する工程を更に含む請求項１３に記載
の方法。
【請求項１５】
　前記好適な接触分解条件が、前記ガス油供給原料を、全ガス油供給原料に対し４０～９
０重量％の範囲の転化率で転化させるような条件である請求項１０～１４のいずれか１項
以上に記載の方法。
【請求項１６】
　前記使用済み再生分解触媒が低濃度のカーボンを含有する請求項１０～１５のいずれか
１項以上に記載の方法。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
発明の分野
　本発明は炭化水素供給原料から中間蒸留物生成物及び低級オレフィンを製造するための
システム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
発明の背景
　重質炭化水素の流動接触分解（ＦＣＣ）によるガソリンのような低沸点の炭化水素生成
物の製造方法は当該技術分野で周知である。ＦＣＣ法は１９４０年代以来、展開されてき
た。通常、ＦＣＣユニット又は方法は、立ち上がり管反応器、触媒分離器兼ストリッパー
、及び再生器を備える。ＦＣＣ供給原料は立ち上がり管反応器に導入され、ここで再生器
からの熱ＦＣＣ触媒と接触する。供給原料とＦＣＣ触媒との混合物は、立ち上がり管反応
器を通って、触媒再生器に入り、ここで分解生成物はＦＣＣ触媒から分離される。分離さ
れた分解生成物は触媒分離器から下流の分離システムに入り、一方、分離された触媒は再
生器に入り、ここで、分解反応中、ＦＣＣ触媒に沈着したコークスは焼却され、再生触媒
が得られる。得られた再生触媒は前記熱ＦＣＣ触媒として使用され、立ち上がり管反応器
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に導入されるＦＣＣ供給原料と混合される。
【０００３】
　多くのＦＣＣ法及びシステムは、ＦＣＣ供給原料を高転化率でガソリンの沸点範囲を有
する生成物に転化するように設計されている。しかし、ガソリン沸点範囲の生成物とは対
照的に、ＦＣＣ供給原料を高転化率で中間蒸留物の沸点範囲を有する生成物及び低級オレ
フィンに転化したい場合もある。しかし、低級オレフィンを作るには、高厳密性で高反応
温度の反応条件を必要とする。これらの条件では普通、中間蒸留物の収率及び品質が低下
する。したがって、従来の炭化水素分解法では、低級オレフィン及び中間蒸留物生成物の
両者を同時に高収率で得ることは極めて困難である。
【０００４】
　米国特許出願公開第２００６／０１７８５４６号は、中間蒸留物及び低級オレフィンの
製造法を開示している。この方法は、立ち上がり管反応帯域内でガス油供給原料を好適な
接触分解条件下、非晶質シリカアルミナ及びゼオライトを含む中間蒸留物選択性分解触媒
と接触させて、立ち上がり管反応帯域内でガス油供給原料を接触分解する工程を含む。使
用済み分解触媒は再生して再生分解触媒とする。ガソリン供給原料は、濃厚床反応帯域の
ような中間分解反応器内で、好適な高厳密性条件下、再生分解触媒と接触して、分解ガソ
リン生成物及び使用済み再生分解触媒を生成する。使用済み再生分解触媒は中間蒸留物選
択的触媒として利用される。米国特許出願公開第２００６／０１７８５４６号は、全体を
ここに援用する。
【０００５】
　米国特許出願公開第２００６／０１７８５４６号は、立ち上がり管反応帯域中で中間蒸
留物選択的触媒として、中間分解反応器からの使用済み再生分解触媒を使用している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　当該技術分野では、再生分解触媒と使用済み再生分解触媒との注文通りの混合物を立ち
上がり管反応器で使用することが要求されている。
　更に当該技術分野では、中間分解反応器からの使用済み再生分解触媒を立上がり管反応
器に使用する前に、使用済み再生分解触媒を再生することが要求されている。
　更に当該技術分野では、炭化水素供給原料から中間蒸留物生成物及び低級オレフィン生
成物を同時に製造することが要求されている。
　更に当該技術分野では、中間分解反応器及び立上がり管反応帯域のプロセス条件、反応
器厳密性、触媒温度及び／又は触媒活性を独立に調節可能にすることが要求されている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
発明の概要
　一局面では本発明は、ガス油供給原料を接触分解条件下で接触分解触媒と接触させて、
分解ガス油生成物及び使用済み分解触媒を含む立上がり管反応器生成物を産出するための
立上がり管反応器；立上がり管反応器生成物を分解ガス油生成物と使用済み分解触媒とに
分離するための分離器；該使用済み分解触媒を再生して、再生触媒を産出するための再生
器；ガソリン供給原料を高厳密性条件下で該再生触媒と接触させて、分解ガソリン生成物
及び使用済み再生触媒を産出するための中間反応器；中間反応器と立上がり管反応器とに
接続し、該使用済み再生触媒を接触分解触媒として使用するために立上がり管反応器に送
るようにした第一導管；及び中間反応器と再生器とに接続し、該使用済み再生触媒を再生
器に送って、再生触媒を産出するようにした第二導管；を有するシステムを提供する。
【０００８】
　他の一局面では本発明は、ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内で好適な接触分解条件下、ガ
ス油供給原料を中間蒸留物選択的触媒と接触させて、分解ガス油生成物及び使用済み分解
触媒を含むＦＣＣ立ち上がり管反応器生成物を産出する、ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内
でガス油供給原料を接触分解する工程；該使用済み分解触媒を再生して再生分解触媒を産
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出する工程；ガソリン供給原料を好適な高厳密性分解条件下で操作される中間分解反応器
内で該再生分解触媒と接触させて、少なくとも１種の低級オレフィン化合物及び使用済み
第二触媒を含む分解ガソリン生成物を産出する工程；該分解ガソリン生成物を、少なくと
も１種の低級オレフィン化合物を含む低級オレフィン生成物に分離する工程；
　該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を前記中間蒸留物選択的触媒として使用する
工程；及び該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を再生して再生分解触媒を産出する
工程；を含む方法を提供する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の利点は下記の１つ以上を有する。
　炭化水素供給原料を中間蒸留物生成物及び低級オレフィン生成物に高転化率で転化させ
るために改良したシステム及び方法。
　再生分解触媒と使用済み再生分解触媒との注文通りの混合物を立ち上がり管反応器で使
用するために改良したシステム及び方法。
　中間分解反応器からの使用済み再生分解触媒を立上がり管反応器に使用する前に、使用
済み再生分解触媒を再生するために改良したシステム及び方法。
　炭化水素供給原料から中間蒸留物生成物及び低級オレフィン生成物を同時に製造するた
めに改良したシステム及び方法。
　中間分解反応器及び立上がり管反応帯域のプロセス条件、反応器厳密性、触媒温度及び
／又は触媒活性を独立に調節するために改良したシステム及び方法。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】炭化水素供給原料の転化システムを示す。
【図２】中間分解反応器を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
発明の詳細な説明
　図１はシステム１０の工程図を示す。ガス油供給原料は導管１２を通過し、ＦＣＣ立ち
上がり管反応器１４に導入される。ＦＣＣ立ち上がり管反応器１４は、ＦＣＣ立ち上がり
管反応帯域又は分解反応帯域を画定し、ここでガス油供給原料は接触分解触媒と接触分解
触媒と混合する。ＦＣＣ立ち上がり管反応器１４の底部には、導管１５により水蒸気を導
入してもよい。この水蒸気はガス油供給原料を噴霧するのに役立つか、或いは上昇流体と
して役立つことができる。通常、水蒸気をガス油供給原料を噴霧するのに使用する場合、
水蒸気の使用量は、ガス油供給原料の１～５又は１０重量％の範囲が可能である。接触分
解触媒としては、使用済み再生分解触媒又は再生分解触媒或いは両触媒の組合わせが可能
である。
【００１２】
　使用済み再生分解触媒は、中間反応器１６においてガソリン供給原料の高厳密性分解に
使用した再生分解触媒である。使用済み再生分解触媒は、中間反応器１６を出て、導管１
８ａによりＦＣＣ立ち上がり管反応器１４に導入される。或いは使用済み再生分解触媒は
、導管１８ｂ経由で再生器２０に送ってよい。切換え弁１９を用いて、使用済み再生分解
触媒をどのくらい導管１８ａに送ったか、どのくらい導管１８ｂに送ったか測定してよい
。
【００１３】
　再生分解触媒もガス油供給原料と混合してよい。再生分解触媒は導管２２経由で再生器
２０を出て、導管２４によりＦＣＣ立ち上がり管反応器１４に導入され、ここでガス油供
給原料と混合される。
　接触分解条件下で操作されるＦＣＣ立ち上がり管反応器１４を通過するのは、ガス油供
給原料と熱接触分解触媒との混合物で、この混合物は、分解ガス油生成物と使用済み分解
触媒との混合物を含むＦＣＣ立ち上がり管反応器生成物を生成する。ＦＣＣ立ち上がり管
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反応器生成物は、ＦＣＣ立ち上がり管反応器１４を出て、ストリッパーシステム又は分離
器／ストリッパー２６に導入される。
【００１４】
　分離器／ストリッパー２６は、分離帯域又はストリッピング帯域或いはその両方を画定
するいかなる慣用のシステムであってもよく、分解ガス油生成物と使用済み分解触媒とを
分離するための手段を提供する。分離された分解ガス油生成物は、導管２８により分離器
／ストリッパー２６から分離システム３０に通される。分離システム３０は、分解ガス油
生成物を回収して、各種ＦＣＣ生成物、例えば分解ガス、分解ガソリン、分解ガス油及び
循環油に分離する、当業者に公知のいかなるシステムであってもよい。分離システム３０
としては、吸収器及びストリッパー、精留塔、圧縮機及び分離器のようなシステム、又は
分解ガス油生成物を構成する（ｍａｋｅ　ｕｐ）複数の生成物を回収し分離する、公知の
いかなるシステムの組み合わせであってもよい。
【００１５】
　したがって、分離システム３０は、分離帯域を画定し、分解ガス油生成物を複数の分解
生成物に分離するための手段を提供する。分解ガス、分解ガソリン及び分解ガス油は、そ
れぞれ導管３２、３４、３６経由で分離システム３０を出る。循環油は、導管３８経由で
分離システム３０を出て、ＦＣＣ立ち上がり管反応器１４に導入される。分離された使用
済み分解触媒は、導管４０経由で分離器／ストリッパー２６を出て、再生器２０に導入さ
れる。再生器２０は再生帯域を画定し、使用済み分解触媒を、炭素の燃焼条件下、空気の
ような酸素含有ガスと接触させて、使用済み分解触媒から炭素を除去するための手段を提
供する。酸素含有ガスは、導管４２経由で再生器２０に導入され、導管４４経由で再生器
２０を出る。
【００１６】
　再生された分解触媒は導管２２経由で再生器２０を出る。導管２２を通る再生分解触媒
流は、導管２２経由で再生器２０を出て導管４６経由で中間反応器１６に入る少なくとも
一部の再生触媒を含む流れと、再生器２０を出て導管２４経由でＦＣＣ立ち上がり管反応
器１４に入る残部の再生触媒を含む流れとの２つの流れに分割してよい。ＦＣＣ立ち上が
り管反応器１４における分解条件の制御を助けるため、導管４６を通る少なくとも一部の
再生分解触媒と、導管２４を通る残部の再生分解触媒との間の裂け目は、必要に応じて切
換え弁２３により調節できる。
【００１７】
　中間反応器１６は、濃厚床流動化帯域を画定でき、ガソリン供給原料を中間反応器１６
内に含まれる再生分解触媒と接触させるための手段を提供する。流動化帯域は、高厳密性
分解条件下でガソリン供給原料を優先的にエチレン、プロピレン及びブチレンのような低
級オレフィン成分に分解すると共に、分解ガソリン生成物を生成するように操作できる。
分解ガソリン生成物は、導管４８経由で中間反応器１６を出る。
　或いは中間反応器１６は、当該技術分野で知られているように、高速循環流動床又は立
ち上がり管反応器であってよい。
【００１８】
　使用済み再生分解触媒は、切換え弁１９及び導管１８ａ経由で中間反応器１６を出ても
よく、次いでＦＣＣ立ち上がり管反応器１４に導入される、及び／又は使用済み再生分解
触媒は、切換え弁１９及び導管１８ｂ経由で中間反応器１６を出てもよく、次いで再生器
２０に導入される。ガソリン供給原料は、導管５０及び／又は５６経由で中間反応器６に
導入され、一方、水蒸気は導管５２により中間反応器１６に導入してよい。ガソリン供給
原料及び水蒸気は、再生触媒の流動床が得られるように、中間反応器１６に導入される。
ＺＳＭ－５添加剤は、この濃厚相反応器１６の再生触媒に添加してもよいし、或いは導管
５４経由で中間反応器１６に導入してもよい。
【００１９】
　導管３４経由で分離システム３０を出る分解ガソリンの一部又は全量は、導管５６経由
で中間反応器１６に再循環し、導入してよい。分解ガソリンの再循環は、ガス油供給原料
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から低級オレフィンへの全プロセスに亘って追加の転化を提供できる。導管４８の分解ガ
ソリンは、オレフィン分離システム５８に通される。オレフィン分離システム５８は、分
解ガソリン生成物を回収して複数の低級オレフィン生成物流に分離する、当該技術分野で
公知のいかなるシステムも使用できる。オレフィン分離システム５８としては吸収器及び
ストリッパー、精留塔、圧縮機及び分離器のようなシステム、又は分解ガソリン生成物か
ら複数の低級オレフィン生成物を回収し、分離する、公知のいかなるシステム又は設備の
組合わせであってもよい。分離システム５８から得られるものは、エチレン生成物流、プ
ロピレン生成物流、及びブチレン生成物流であってよく、これらはそれぞれ導管６０、６
２、６４経由でオレフィン分離システム５８を出る。分離システム５８は、分解ガソリン
流６５を生成してもよく、この流れは再循環導管５６に送ってよい。図１には示さないが
、低級オレフィン生成物のいずれもポリオレフィンの製造に使用される重合供給材料とし
て導入してよい１つ以上のオレフィン製造システムがある。
【００２０】
　システム１００により、中間反応器１６からの使用済み再生分解触媒は、全て導管１８
ｂ経由で再生器２０に送ってよく、こうしてＦＣＣ立上がり管反応器１４は、導管２４経
由で再生器から得られる再生分解触媒１００％で操作できる。或いは中間反応器１６から
の使用済み再生分解触媒は、全て導管１８ａ経由でＦＣＣ立上がり管反応器１４に送るこ
とができ、こうしてＦＣＣ立上がり管反応器１４は、導管１８ａ経由で中間反応器１６か
ら得られる使用済み再生分解触媒１００％以下で操作できる。或いは中間反応器１６から
の使用済み再生分解触媒の一部は導管１８ｂ経由で再生器２０に送ってよく、また使用済
み再生分解触媒の一部は導管１８ａ経由でＦＣＣ立上がり管反応器１４に送ってよく、こ
うしてＦＣＣ立上がり管反応器１４は、再生分解触媒と使用済み再生分解触媒との注文ど
おりの混合物で操作し、所望のプロセス条件を達成できる。
【００２１】
　図２は中間反応器１６を若干詳細に示す図である。中間反応器１６は、中間反応帯域６
６及びストリッピング帯域６８を画定する反応器である。再生触媒は導管４６により中間
反応帯域６６に導入され、ガソリン供給原料は導管５０及び／又は５６により中間反応帯
域６６に導入され、ＺＳＭ－５添加剤は導管５４により中間反応帯域６６に導入される。
水蒸気は導管５２によりストリッピング帯域６８に導入してよく、また使用済み再生分解
触媒は導管１８ａ及び／又は１８ｂによりストリッピング帯域６８から取出される。
【００２２】
　本発明のシステム及び方法は、中間蒸留物の沸点範囲を有する生成物及び低級オレフィ
ンを選択的に生成するため重質炭化水素供給原料を処理する。触媒再生器と従来のＦＣＣ
法又はユニットのＦＣＣ立上がり管反応器との間の中間分解反応器としては、濃厚相反応
器、固定流動床反応器、又は立上がり管反応器のような種類の反応器が挙げられるが、こ
のような中間分解反応器を使用すると、中間蒸留物の収率を向上できる上、低級オレフィ
ンの製造選択性を増進できることが発見された。
【００２３】
　本発明は、好ましくはガソリンの沸点範囲を有するガソリン供給原料を分解して低級オ
レフィンを産出するため、またＦＣＣ立上がり管反応器においてＦＣＣ供給原料の分解に
触媒を使用した際、反応器条件が中間蒸留物生成物の製造に一層好適になるように、触媒
を状態調節するため、中間分解反応器を利用してよい。
【００２４】
　本発明の別の特徴は、中間分解反応器から得られた低級オレフィンを処理する方法に統
合したシステムを更に含むことができることである。このオレフィン処理システムは、低
級オレフィンを、エチレン生成物流、プロピレン生成物流、ブチレン生成物流又はそれら
のいずれかの組み合わせのような特定のオレフィン生成物流に分離する、及び低級オレフ
ィンをポリオレフィンの製造に重合原料として使用する等の機能を達成できることである
。
【００２５】
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　ガス油供給原料は、ＦＣＣ立上がり管反応器の底部に導入でき、ここで再生分解触媒、
使用済み再生分解触媒又はそれら触媒の組み合わせのような熱い分解触媒と混合される。
最終的に再生分解触媒となる、使用され、再生された出発接触分解触媒は、本発明が考慮
している高温で分解活性を有する当該技術分野で公知のいかなる好適な分解触媒であって
もよい。
【００２６】
　好ましい接触分解触媒としては、多孔質無機耐火性酸化物母材又はバインダー中に、分
解活性を有するモレキュラシーブを分散してなる流動化可能な分解触媒が挙げられる。こ
こで使用する“モレキュラシーブ”とは、それぞれの大きさに基づいて原子又は分子を分
離できるいずれかの材料に関する。分解触媒用として好適なモレキュラシーブとしては、
柱状（ｐｉｌｌａｒｅｄ）クレー、薄片（ｄｅｌａｍｉｎａｔｅｄ）クレー、及び結晶性
アルミノシリケートが挙げられる。普通は結晶性アルミノシリケートを含む分解触媒を用
いることが好ましい。このようなアルミノシリケートの例としては、Ｙゼオライト、超安
定Ｙゼオライト、Ｘゼオライト、ゼオライトβ、ゼオライトＬ、オフレタイト（ｏｆｆｒ
ｅｔｉｔｅ）、モルデナイト、ホウジャサイト、及びゼオライトωが挙げられる。分解触
媒用として好適な結晶性アルミノシリケートは、Ｘ及びＹゼオライト、例えばＹゼオライ
トである。
【００２７】
　米国特許第３，１３０，００７号（この文献はここに援用する）には、全シリカ対アル
ミナモル比が約３．６～約６．０のＹ型ゼオライト、例えば全シリカ対アルミナモル比が
約５．０のＹゼオライトが記載されている。全シリカ対アルミナモル比が約６．０を超え
るＹ型ゼオライトが脱アルミ化により製造できることも知られている。
【００２８】
　分解触媒の成分として使用されるゼオライトの安定性及び酸性度は、ゼオライトを、水
素イオン、アンモニウムイオン、希土類含有カチオン、マグネシウムカチオン又はカルシ
ウムカチオンのような多価金属カチオン、又は水素イオン、アンモニウムイオン及び多価
金属カチオンの組み合わせと置換し、これによりナトリウム含有量を、Ｎａ２Ｏとして計
算して、約０．８重量％未満、好ましくは約０．５重量％未満、又は約０．３重量％未満
まで低下させることにより増大できる。このイオン交換法は当該技術分野で知られている
。
【００２９】
　分解触媒のゼオライト又はその他のモレキュラシーブ成分は、使用前に多孔質無機耐火
性酸化物母材又はバインダーと組み合わせて、仕上げ触媒を形成する。仕上げ触媒中の耐
火性酸化物成分は、シリカ－アルミナ、シリカ、アルミナ、天然又は合成クレー、柱状（
ｐｉｌｌａｒｅｄ）クレー、薄片（ｄｅｌａｍｉｎａｔｅｄ）クレー、又はこれら成分の
２種以上の混合物等であってよい。無機耐火性酸化物母材は、シリカ－アルミナと、カオ
リン、ヘクトナイト（ｈｅｃｔｏｎｉｔｅ）、セプトナイト（ｓｅｐｔｏｎｉｔｅ）、及
びアタパルガイトのようなクレーとの混合物を含有してよい。仕上げ触媒は、ゼオライト
又はその他のモレキュラシーブを約５～約４０重量％、及び無機耐火性酸化物を２０重量
％より多く含有してよい。一般に、仕上げ触媒は、ゼオライト又はその他のモレキュラシ
ーブを約１０～約３５重量％、及び無機耐火性酸化物を約１０～約３０重量％、及びクレ
ーを約３０～約７０重量％含有してよい。
【００３０】
　分解触媒の結晶性アルミノシリケート又はその他のモレキュラシーブ成分は、混合、摩
砕、ブレンド又は均質化等、当該技術分野で好適ないかなる技術によっても多孔質無機耐
火性酸化物成分又はその前駆体と組み合わせてよい。使用可能な前駆体の例としては、ア
ルミナ、アルミナゾル、シリカゾル、ジルコニア、アルミナヒドロゲル、アルミニウム及
びジルコニウムのポリオキシカチオン、及び解凝固（ｐｅｐｔｉｚｅｄ）アルミナが挙げ
られる。分解触媒の好適な一製造法では、ゼオライトをアルミノシリケートゲル又はゾル
、或いはその他の無機耐火性酸化物成分と組み合わせ、得られた混合物を噴霧乾燥して、
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直径が普通、約４０～８０μの範囲の仕上げ触媒粒子を製造する。しかし、所望ならば、
ゼオライト又はその他のモレキュラシーブは、耐火性酸化物又はその前駆体と摩砕又は混
合し、押し出し、次いで所望寸法範囲に粉砕してよい。普通、仕上げ触媒は、平均嵩密度
が約０．３０～約０．９０ｇ／ｃｍ３で、細孔容積が約０．１０～約０．９０ｃｍ３／ｇ
である。
【００３１】
　本方法を中間蒸留物選択様式（又は所望の様式）で操作する場合は、中間蒸留物選択的
分解触媒を使用してよい。中間蒸留物選択的分解触媒は、多孔質無機耐火性酸化物バイン
ダー中にモレキュラシーブを分散した点で前述の好ましい分解触媒に類似するが、通常の
分解触媒とは幾つかの点でかなり相違する。これらの相違点を以下、詳細に説明する。中
間蒸留物選択的分解触媒は、ガス油供給原料を選択的に分解して、優先的に所望の沸点範
囲、例えば２３０～３５０℃の範囲である中間蒸留物沸点範囲を有する分解ガス油生成物
を生成する触媒特性を発揮できる。
【００３２】
　中間蒸留物選択的分解触媒は、ゼオライト又はその他のモレキュラシーブ成分、アルミ
ナ成分、及び追加の多孔質無機耐火性酸化物母材又はバインダー成分を含有できる。中間
蒸留物選択的分解触媒は、所望成分を有する接触分解触媒が得られる当業者に公知のいか
なる方法によっても製造できる。更に詳しくは、中間蒸留物選択的分解触媒は、アルミナ
を、中間蒸留物選択的分解触媒の全重量に対し４０～６５重量％、例えば４５～６２重量
％、又は５０～５８重量％の範囲、母材の表面積を与える多孔質無機耐火性酸化物母材成
分、及びゼオライトの表面積を与えるゼオライト又はその他のモレキュラシーブ成分を含
有できる。中間蒸留物選択的分解触媒のアルミナ成分は、いかなる好適な種類のアルミナ
も使用できるし、またいかなる好適な供給源からも使用できる。好適な種類のアルミナの
例は、米国特許第５，５４７，５６４号及び米国特許第５，１６８，０８６号（これらの
文献は全体をここに援用する）に開示されたものであり、例えばα－アルミナ、γ－アル
ミナ、θ－アルミナ、η－アルミナ、ベイエライト（ｂａｙｅｌｉｔｅ）、疑似ベーマイ
ト（ｐｓｅｕｄｏｂｏｅｈｍｉｔｅ）、及びギブサイト（ｇｉｂｂｓｉｔｅ）が挙げられ
る。
【００３３】
　多孔質無機耐火性酸化物母材成分により付与される中間蒸留物選択的分解触媒内の母材
表面積は、該触媒１ｇ当たり２０～９０ｍ２の範囲であってよい。ゼオライト又はその他
のモレキュラシーブ成分により付与される中間蒸留物選択的分解触媒内のゼオライトの表
面積は、１ｇ当たり１４０ｍ２未満であってよい。
【００３４】
　中間蒸留物選択的分解触媒に、優先的にディーゼルのような中間蒸留物を生成する所望
の触媒活性を持たせるには、ゼオライト又はその他のモレキュラシーブ成分により付与さ
れる中間蒸留物選択的分解触媒の表面積、即ち、ゼオライト表面積の部分は、１ｇ当たり
１３０ｍ２未満、例えば１１０ｍ２未満又は１００ｍ２未満であってよい。中間蒸留物選
択的分解触媒のゼオライト又はその他のモレキュラシーブ成分は、Ｙゼオライト、超安定
Ｙゼオライト、Ｘゼオライト、ゼオライトβ、ゼオライトＬ、オフレタイト、ホウジャサ
イト、及びゼオライトωから選ばれたゼオライトアルミノシリケートである。
【００３５】
　中間蒸留物選択的分解触媒内のゼオライト表面積は、１ｇ当たり２０ｍ２程に小さくて
よいが、一般には下限は１ｇ当たり４０ｍ２を超える。中間蒸留物選択的分解触媒内のゼ
オライト表面積の下限は、１ｇ当たり６０ｍ２を超えてもよいし、或いは８０ｍ２を超え
てもよい。したがって、例えばゼオライト又はその他のモレキュラシーブにより付与され
る中間蒸留物選択的分解触媒のゼオライト表面積の部分、即ち、ゼオライト表面積は、１
ｇ当たり２０ｍ２～１４０ｍ２の範囲又は１ｇ当たり４０ｍ２～１３０ｍ２の範囲が可能
である。
【００３６】
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　中間蒸留物選択的分解触媒内のゼオライト表面積対毋材表面積の比は、所望の分解特性
を有する触媒を提供する点で重要な特性である。したがって、ゼオライト表面積対毋材表
面積の比は、１：１～２：１の範囲、例えば１．１：１～１．９：１、又は１．２：１～
１．７：１の範囲であってよい。これらの比を考慮すると、多孔質無機耐火性酸化物毋材
成分により付与される中間蒸留物選択的分解触媒の表面積の部分、即ち、毋材表面積は、
一般に１ｇ当たり２０ｍ２～８０ｍ２の範囲である。毋材表面積の１つの好適な範囲は、
１ｇ当たり４０ｍ２～７５ｍ２であり、或いはこの範囲は１ｇ当たり６０ｍ２～７０ｍ２

である。
【００３７】
　垂直に配置したＦＣＣ立ち上がり管反応器を使用する場合、ＦＣＣ立ち上がり管反応器
底部にはガス油供給原料及び熱い分解ガスと一緒に上昇ガス又は上昇流も導入してよい。
触媒再生器から生成した再生ガスは、中間分解反応器から生成した使用済み再生分解触媒
よりも高温である。また使用済み再生分解触媒上には、中間分解反応器で使用した結果、
特定量のコークスが堆積している。ＦＣＣ立ち上がり管反応器内の条件の制御を助けて、
所望の生成物又は生成物の混合物を得るのに必要な特定の所望条件を付与するため、特定
の触媒又は触媒の組み合わせを使用してよい。
【００３８】
　ガス油供給原料と、熱い分解触媒と、任意に上昇ガス又は上昇流との混合物は、ＦＣＣ
立ち上がり管反応器に入り、ここで分解が行われる。ＦＣＣ立ち上がり管反応器は接触分
解反応帯域を画定し、接触反応を起こさせる接触時間を与えるための手段を提供する。Ｆ
ＣＣ立ち上がり管反応器での炭化水素の平均滞留時間は、一般に約５～１０秒の範囲が可
能であるが、通常は０．１～５秒の範囲である。触媒対炭化水素原料の重量比（触媒／油
比）は一般に約２から約１００まで、更に高く１５０ほどまでの範囲が可能である。更に
一般的には、触媒対油比は５～１００の範囲が可能である。ＦＣＣ立ち上がり管反応器中
にガス油供給原料と一緒に水蒸気を導入する場合、水蒸気対油の重量比は、０．０１～５
、更に一般的には０．０５～１．５の範囲が可能である。
【００３９】
　ＦＣＣ立ち上がり管反応器の温度は、一般には約４００～約６００℃の範囲が可能であ
る。更に一般的には、ＦＣＣ立ち上がり管反応器の温度は、４５０～５５０℃の範囲が可
能である。ＦＣＣ立ち上がり管反応器の温度は、一般的な従来の流動接触分解法の温度よ
りも低い傾向があるかも知れない。これは従来の流動接触分解法でよく求められるガソリ
ンの製造とは対照的に、本発明方法は中間蒸留物を高収率で提供するためである。ＦＣＣ
立ち上がり管反応器内のプロセス条件の特定の制御は、触媒再生器からの再生分解触媒と
、ＦＣＣ立ち上がり管反応器の底部に導入される、中間分解反応器からの使用済み再生分
解触媒との比を調節して、制御すればよい。
【００４０】
　ＦＣＣ立ち上がり管反応器からの炭化水素と触媒との混合物は、分解ガス油生成物及び
使用済み分解触媒を含むＦＣＣ立ち上がり管反応器生成物として、ストリッパーシステム
に通される。ストリッパーシステムは、触媒から炭化水素を分離するための手段を備え、
使用済み分解触媒から分解ガス油生成物を分離するストリッパー分離帯域を画定する。こ
のストリッパーシステムは、当業者に公知の、炭化水素生成物からＦＣＣ触媒を分離する
ためのいかなるシステム又は手段であってもよい。通常のストリッパー操作では、分解ガ
ス油と使用済み分解触媒との混合物であるＦＣＣ立ち上がり管反応器生成物は、蒸気状分
解ガス油生成物から使用済み分解触媒を分離するためのサイクロンを有するストリッパー
システムに通される。分離された使用済み分解触媒は、サイクロンからストリッパー容器
に入り、ここで水蒸気と接触して、使用済み分解触媒から分解ガス油生成物を更に除去す
る。分離された使用済み分解触媒上のコークス含有量は、触媒と該カーボンとの合計重量
に対し、一般に約０．５～約５重量％の範囲である。分離された使用済み分解触媒上のコ
ークス含有量は、通常は約０．５～約１．５重量％の範囲である。
【００４１】
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　次いで、分離された使用済み分解触媒は触媒再生器に通される。触媒再生器は、分離さ
れた使用済み分解触媒を再生するための手段を備え、再生帯域を画定する。再生帯域には
分離された使用済み分解触媒が導入され、ここで、分離された使用済み分解触媒上のカー
ボンは、該カーボンを除去するため、燃焼され、カーボン含有量の低下した再生分解触媒
が得られる。触媒再生器は、通常、再生帯域を画定する垂直円筒容器で、この容器中で使
用済み分解触媒は、空気のような酸素含有ガスの上向き通過により流動床として維持され
る。
【００４２】
　再生帯域内の温度は、一般に約６２１℃～７６０℃、更に一般的には６７７℃～７１５
℃の範囲に維持される。再生帯域内の圧力は、通常はほぼ大気圧～約３４５ｋＰａ、例え
ば約３４～３４５ｋＰａの範囲である。再生帯域での分離された使用済み分解触媒の滞留
時間は、約１～約６分、通常は約２～約４分である。再生分解触媒上のコークス含有量は
、使用済み再生分解触媒上のコークス含有量よりも少なく、コークス含有量を含む再生分
解触媒の重量に対し、一般に０．５重量％未満である。したがって、再生分解触媒のコー
クス含有量は、一般に約０．０１～約０．５重量％、例えば０．３重量％未満又は０．１
重量％未満であってよい。
【００４３】
　触媒再生器からの再生分解触媒は、前述のように濃厚相反応器であり得る中間分解反応
器、或いは固定流動床反応器又は立ち上がり管反応器に通される。これらの反応器は、ガ
ソリン供給原料を再生分解触媒と接触させるための手段を提供し、ガソリン供給原料が好
適な高厳密性分解条件下、水蒸気の存在下又は不存在下で再生分解触媒と接触する反応帯
域又は分解帯域を画定する。
【００４４】
　中間分解反応器の種類は、濃厚相反応器、固定（ｆａｓｔ）流動床反応器、又は立ち上
がり管反応器であってよい。濃厚相反応器は、中間反応又は分解又は濃厚相反応帯域と、
ストリッピング帯域とを含む２つの帯域を画定する容器が可能である。該容器の中間反応
帯域には、ガソリン供給原料及び任意にストリッピング帯域に導入される水蒸気の導入に
より流動化した再生分解触媒が含まれる。
【００４５】
　１つの好適な濃厚相反応器設計としては、中間反応帯域の下に配置されたストリッピン
グ帯域と互いに流通可能である中間反応帯域及びストリッピング帯域を画定する濃厚相反
応容器がある。中間反応帯域内の水蒸気速度に比べてストリッピング帯域内で高い水蒸気
速度を得るため、ストリッピング帯域の（横）断面積は、中間反応帯域の断面積よりも小
さくてよい。ストリッピング帯域の断面積対中間反応帯域の断面積の比は、０．１：１～
０．９：１、例えば０．２：１～０．８：１、又は０．３：１～０．７：１の範囲が可能
である。
【００４６】
　濃厚相反応器の幾何学様式は、一般に円筒形状であるような様式であってよい。ストリ
ッピング帯域の長さ対直径比は、ストリッピング帯域で所望の高水蒸気速度が得られると
共に、濃厚相反応容器から除去すべき使用済み再生触媒に対し所望のストリッピングを行
うために、ストリッピング帯域内で充分な接触時間が得られるような比である。したがっ
て、ストリッピング帯域の長さ対直径比は、１：１～２５：１、例えば２：１～１５：１
、又は３：１～１０：１の範囲が可能である。
【００４７】
　濃厚相反応容器は、触媒再生器からの再生分解触媒を濃厚相反応容器の中間反応帯域に
導入するための再生触媒導入手段を提供する触媒導入導管を備えてよい。濃厚相反応容器
は更に、濃厚相反応容器のストリッピング帯域から使用済み再生触媒を取出すための使用
済み再生触媒取出し導管を備える。ガソリン供給原料は、ガソリン供給原料を濃厚相反応
容器の中間帯域に導入するための原料導入導管提供手段により中間反応帯に導入され、一
方、水蒸気は、水蒸気を濃厚相反応容器のストリッピング帯域に導入するための水蒸気導
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入導管提供手段によりストリッピング帯域に導入される。分解ガソリン生成物は、濃厚相
反応容器の中間帯域から分解ガソリン生成物を取出すための生成物取出し導管提供手段に
より中間反応帯域から取出される。
【００４８】
　中間分解反応器は、ＦＣＣ立ち上がり管反応器の操作又は制御とは独立に操作又は制御
できる。このような中間分解反応器の独立した操作又は制御により、全体、即ち、ＦＣＣ
立ち上がり管反応器及び中間分解反応器を含む全プロセスシステムに亘って改良され、ガ
ス油供給原料が所望最終生成物である中間蒸留物並びにエチレン、プロピレン及びブチレ
ンからなる低級オレフィンに転化される利点が得られる。中間分解反応器の独立した操作
により、ＦＣＣ立ち上がり管反応器分解条件の厳密性は低減され、これによりガス油反応
器生成物中の中間蒸留物又はその他の所望生成物の収率が向上する上、中間分解反応器の
厳密性を制御して、その他の所望生成物中の低級オレフィンの収率を最適化できる。
【００４９】
　中間分解反応器の操作を制御する１つの方法は、中間分解反応器中にガソリン供給原料
と一緒に水蒸気を導入することである。これにより、濃厚相反応帯域は、分解ガソリン生
成物が得られる、例えば低級オレフィンが高分解収率で得られるような反応条件下で操作
される。高厳密性分解条件としては、濃厚相又は中間反応帯域内の温度が約４８２～８７
１℃、例えば５１０～８７１℃、又は５３８～７３２℃の範囲が挙げられる。中間反応帯
域内の圧力は、ほぼ大気圧～約３４５ｋＰａ、例えば約３４～３４５ｋＰａの範囲である
可能性がある。
【００５０】
　水蒸気を中間分解反応器のストリッピング帯域に導入して、ストリッピング帯域及び中
間反応帯域に含まれる再生分解触媒と接触させてよい。この方法に水蒸気を使用すると、
システム全体で（ａｃｒｏｓｓ）所定のガス油転化率では、プロピレン及びブチレンの収
率が増大する。一般に当業者は、従来のガス油反応器分解方法において厳密性の低いガス
油反応器分解条件では、厳密性の高いガス油反応器分解条件に比べて低級オレフィンの収
率が低くなると理解している。中間分解反応器で水蒸気を使用すると、低級オレフィンの
収率は更に増進する可能性がある。
【００５１】
　水蒸気を使用すると、システム全体で所定のガス油転化率では、また中間分解反応器に
おけるガソリン供給原料の分解ではオレフィンに対する選択性が向上し、プロピレン及び
ブチレンの収率を増大できるので、水蒸気を使用することが特に好ましい。したがって、
水蒸気を使用した場合、ガソリンは反応帯域に導入し、水蒸気はストリッピング帯域に導
入するという条件で中間分解反応器に導入される水蒸気対ガソリン供給原料の重量比は、
約１５：１以下の範囲が可能であり、例えばこの範囲は、０．１：１～１０：１であって
よく、或いは水蒸気対ガソリン供給原料の重量比は、０．２：１～９：１、又は０．５：
１～８：１の範囲であってよい。
【００５２】
　中間分解反応器からは使用済み再生触媒が除去され、ＦＣＣ立上がり管反応器に導入さ
れたガス油供給原料と混合されて熱い分解触媒として利用される、及び／又は再生のため
再生器に送られる。ＦＣＣ立上がり管反応器に使用済み再生分解触媒を使用する一局面（
ａｓｐｅｃｔ）は、ＦＣＣ立上がり管反応器で熱い分解触媒として使用する前に、再生分
解触媒を部分失活させることである。部分失活とは、使用済み再生分解触媒が再生分解触
媒上のカーボンの濃度よりも若干高濃度のカーボンを含むことを意味する。再生分解触媒
のこのような部分失活は、ガス油供給原料をＦＣＣ立上がり管反応帯域内で分解する際、
好ましい生成物収率を提供できる。使用済み再生分解触媒上のコークス濃度は、再生分解
触媒上のコークス濃度よりも高いが、分離された使用済み分解触媒のコークス濃度よりも
低い。使用済み再生触媒のコークス濃度は、０．１重量％より高く、更には０．５重量％
よりも高い可能性がある。例えば使用済み再生触媒のコークス濃度は約０．１～約１重量
％、又は０．１～０．６重量％の範囲であってよい。
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【００５３】
　中間分解反応器の使用で得られる他の利点は、再生分解触媒の温度よりも低温の使用済
み再生分解触媒と関連する。前述のように、このような使用済み再生分解触媒の低温は、
部分失活と組合わさって、ガス油供給原料の分解から優先的な生成物収率において更なる
利点が得られる。
【００５４】
　ＦＣＣ立上がり管反応器内のプロセス条件の制御を助けると共に、所望の生成物混合物
を得るため、再生分解触媒は、中間分解反応器に通される少なくとも一部と、ガス油供給
原料と混合して、ＦＣＣ立上がり管反応器に導入される残部とに分割できる。中間分解反
応器に導入される再生分解触媒の少なくとも一部は、プロセスの要件及び所望生成物の収
率に依存して、触媒再生器から生成する再生分解触媒に対し１００％以下の範囲が可能で
ある。しかし、具体的には再生分解触媒の少なくとも一部は、触媒再生器から取出された
分離再生触媒の約１０～１００％を表す。また再生分解触媒の少なくとも一部は、触媒再
生器から取出された分離再生触媒の約３０～約９０％、又は５０～９５％である可能性が
ある。
【００５５】
　ＦＣＣ立上がり管反応器内の反応条件を制御する際は、前述のように、中間分解反応器
からの使用済み再生分解触媒と触媒再生器からの再生分解触媒との組み合わせ又は混合物
がガス油供給原料と一緒にＦＣＣ立上がり管反応器に導入される。使用済み再生分解触媒
対再生分解触媒の相対量は、ＦＣＣ立上がり管反応帯域内に所望のガス油分解条件が得ら
れるように調節されるが、一般には使用済み再生分解触媒対再生分解触媒の重量比は、０
．１；１～１００：１、例えば０．５；１～２０：１、又は１；１～１０：１の範囲であ
る。定常状態で操作するシステムでは、使用済み再生分解触媒対再生分解触媒の重量比は
、中間分解反応器に通す再生分解触媒の少なくとも一部対ガス油供給原料と混合してＦＣ
Ｃ立上がり管反応器に導入する再生分解触媒の残部の重量比に近似し、したがって、前述
の範囲がこのような重量比にも適用できる。
【００５６】
　使用済み分解触媒を中間分解反応器に導入することは種々の理由から本発明方法の所望
の局面ではないことに注目すべきである。例えば、使用済み分解触媒は、再生分解触媒よ
りもカーボン含有量が遥かに多く、したがって、その活性は、更に多く所望の低級オレフ
ィンを生成するには好ましくない。中間分解反応器に導入される再生分解触媒は、中間分
解反応器に導入される再生分解触媒と使用済み再生分解触媒との合計重量の５０重量％を
超える。中間分解反応器に導入される使用済み分解触媒の量は、中間分解反応器に導入さ
れる再生分解触媒と使用済み再生分解触媒との合計重量の２０重量％未満、例えば１０重
量％未満又は５重量％未満でよい。
【００５７】
　ＦＣＣ立上がり管反応器内のプロセス条件を制御でき、所望の生成物混合物が得られる
他の一方法は、ＺＳＭ－５添加剤を、ＦＣＣ立上がり管反応器に添加するのとは対照的に
、中間分解反応器に添加することである。ＺＳＭ－５添加剤は、ＦＣＣ立上がり管反応器
、特に濃厚相反応器を使用した場合は濃厚相反応帯域に、中間蒸留物選択的分解触媒であ
る再生触媒と一緒に又は同時に導入してよい。中間分解反応器においてＺＳＭ－５添加剤
を中間蒸留物選択的分解触媒と併用した場合は、ポリプロピレン及びブチレンのような低
級オレフィンの収率向上が達成できる。したがって、特に中間分解反応器に導入されてい
る再生触媒が中間蒸留物選択的分解触媒である場合は、中間分解反応器にＺＳＭ－５添加
剤を、中間分解反応器に導入されている再生触媒に対し３０重量％以下、例えば２０重量
％以下、又は１８重量％以下の量で導入することが望ましい。したがって、ＺＳＭ－５添
加剤を中間分解反応器に導入する場合、その量は、中間分解反応器に導入されている再生
触媒の１～３０重量％、例えば３～２０重量％又は５～１８重量％の範囲でよい。
【００５８】
　ＺＳＭ－５添加剤は、中間細孔サイズの結晶性アルミノシリケート又はゼオライトの族
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から選ばれたモレキュラシーブ添加剤である。ＺＳＭ－５添加剤として使用できるモレキ
ュラシーブとしては、“Ａｔｌａｓ　ｏｆ　Ｚｅｏｌｉｔｅ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｔｙ
ｐｅ”，Ｗ．Ｈ．Ｍｅｉｅｒ及びＤ．Ｈ．Ｏｌｓｏｎ，Ｂｕｔｔｅｒｗｏｒｔｈ－Ｈｅｉ
ｎｅｍａｎ，第３版、１９５２年（この文献はここに全体を援用する）に記載されるよう
な中間細孔ゼオライトが挙げられる。中間細孔サイズゼオライトは、一般に細孔サイズが
約０．５～約０．７ｎｍで、例えばＭＦＩ、ＭＦＳ、ＭＥＬ、ＭＴＷ、ＥＵＯ、ＭＴＴ、
ＨＥＵ、ＦＥＲ及びＴＯＮ構造型ゼオライト（ＩＵＰＡＣのゼオライト命名委員会）が挙
げられる。このような中間細孔サイズゼオライトの非限定的例としては、ＺＳＭ－５、Ｚ
ＳＭ－１２、ＺＳＭ－２２、ＺＳＭ－２３、ＺＳＭ－３４、ＺＳＭ－３５、ＺＳＭ－３６
、ＺＳＭ－４８、ＺＳＭ－５０、シリカライト及びシリカライト２が挙げられる。１つの
好適なゼオライトはＺＳＭ－５で、これは米国特許第３，７０２，８８６号及び米国特許
第３，７７０，６１４号(これらの文献はここに全体を援用する)に記載されている。
【００５９】
　ＺＳＭ－１１は米国特許第３，７０９，９７９号に記載され、ＺＳＭ－１２は米国特許
第３，８３２，４４９号に、ＺＳＭ－２１及びＺＳＭ－３８は米国特許第３，９４８，７
５８号に、ＺＳＭ－２３は米国特許第４，０７６，８４２号に、またＺＳＭ－３５は米国
特許第４，０１６，２４６号に記載されている。他の好適なモレキュラシーブとしては、
ＳＡＰＯ－４及びＳＡＰＯ－１１のような、米国特許第４，４４０，８７１号に記載され
るシリコアルミノシリケート（ＳＡＰＯ）；クロモシリケート；珪酸ガリウム；珪酸鉄；
ＡＬＰＯ－１１のような、米国特許第４，３１０，４４０号に記載される燐酸アルミニウ
ム（ＡＬＰＯ）；ＴＡＳＯ－４５のような、ＥＰ－Ａ－２２９，２９５に記載されるアル
ミノ珪酸チタン（ＴＡＳＯ）；米国特許第４，２５４，２９７号に記載される珪酸ホウ素
；ＴＡＰＯ－１１のような、米国特許第４，５００，６５１号に記載されるアルミノ燐酸
チタン（ＴＡＰＯ）；及びアルミノ珪酸鉄が挙げられる。これらの文献はここに全体を援
用する。
【００６０】
　ＺＳＭ－５は従来法に従って、接触的に不活性の無機酸化物母材成分と一緒に保持でき
る。
　米国特許第４，３６８，１１４号（この文献はここに全体を援用する)には好適なＺＳ
Ｍ－５添加剤となり得るゼオライトの種類が詳細に記載されている。
【００６１】
　前記方法の変数と操作条件とを１つ以上組み合わせると、ガス油供給原料の転化が制御
される。一般にガス油供給原料の転化率については、３０～９０重量％、例えば４０～９
０重量％の範囲が望ましい。ガス油供給原料の転化率とは、ＦＣＣ立上がり管反応器中で
沸点が２２１℃未満の炭化水素に転化される沸点が２２１℃を超える炭化水素を有するガ
ス油供給原料に含まれる炭化水素の重量を、ガス油供給原料に含まれる沸点が２２１℃を
超える炭化水素の重量で割ることを意味する。前述のように、本方法は中間蒸留物の沸点
範囲を有する生成物及び低級オレフィンを優先的かつ選択的に生成するように操作できる
。
【００６２】
　本方法に装入される供給原料は、通常、流動接触分解ユニットに装入できるか又は装入
される沸点範囲が２００～８００℃の、例えばガス油、レシッド（ｒｅｓｉｄ）、又はそ
の他の炭化水素を含むいかなる重質炭化水素供給原料であってもよい。一般的に言えば、
沸点範囲が３４５～７６０℃の炭化水素混合物は、特に好適な供給原料となり得る。好適
なガス油供給原料となり得る製油所原料流型の例としては、真空ガス油、コーカーガス油
、直留残留油、熱分解油、及びその他の炭化水素流が挙げられる。
【００６３】
　濃厚相反応帯域に装入される中間反応器供給原料は、ガソリンの沸点範囲の沸点を有す
るいかなる好適な炭化水素供給原料であってもよい。一般にこのガソリン供給原料は、沸
点範囲が約３２～約２０４℃の炭化水素を含有する。本発明のガソリン供給原料として使
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用可能な製油所流の例としては、直留ガソリン、ナフサ、接触分解ガソリン、及びコーカ
ーナフサが挙げられる。
【００６４】
　本方法は、中間分解反応器と、中間反応器分解生成物を少なくとも１種の低級オレフィ
ンに分離するシステム、ポリオレフィンの製造システム、又はこれらシステムの組み合わ
せとの統合体を含んでもよい。本システムのＦＣＣ立上がり管反応器及び中間分解反応器
と、中間反応器分解生成物の更なる処理との統合を有利にするのは、本方法により得られ
る低級オレフィンの製造量増大である。特に、中間分解反応器への水蒸気及び／又はＺＳ
Ｍ－５添加剤の使用による低級オレフィンの収率向上は、前記プロセス工程を統合するた
めの動機となる。したがって、エチレン、プロピレン又はブチレンのような少なくとも１
種の低級オレフィンを含む分解ガソリン生成物は、更に分解ガソリン生成物を少なくとも
１種の低級オレフィンを含む低級オレフィン生成物に分離するための分離システムに通し
てよい。低級オレフィン生成物は、更に低級オレフィンを好適な重合条件下、好ましくは
当業者に公知の好適ないずれかの重合触媒の存在下に重合するポリオレフィン製造システ
ムに使用してもよい。
【００６５】
実施態様例
　本発明の一実施態様では、ガス油供給原料を接触分解条件下で接触分解触媒と接触させ
て、分解ガス油生成物及び使用済み分解触媒を含む立上がり管反応器生成物を産出するた
めの立上がり管反応器；立上がり管反応器生成物を分解ガス油生成物と使用済み分解触媒
とに分離するための分離器；該使用済み分解触媒を再生して、再生触媒を産出するための
再生器；ガソリン供給原料を高厳密性条件下で該再生触媒と接触させて、分解ガソリン生
成物及び使用済み再生触媒を産出するための中間反応器；中間反応器と立上がり管反応器
とに接続し、該使用済み再生触媒を接触分解触媒として使用するために立上がり管反応器
に送るようにした第一導管；及び中間反応器と再生器とに接続し、該使用済み再生触媒を
再生器に送って、再生触媒を産出するようにした第二導管；を有するシステムが開示され
る。幾つかの実施態様では該システムは、第一導管と第二導管とに接続し、前記使用済み
再生触媒を第一導管と第二導管とに分割するようにした切換え弁も有する。幾つかの実施
態様では該システムは、前記再生器と中間反応器とに接続し、前記再生触媒を中間反応器
に送るようにした第三導管；及び前記再生器と立ち上がり管反応器とに接続し、前記再生
触媒を立ち上がり管反応器に送るようにした第四導管；も有する。幾つかの実施態様では
該システムは、前記第三導管と第四導管とに接続し、前記再生触媒を第三導管と第四導管
とに分割するようにした第二切換え弁も有する。幾つかの実施態様では該システムは、前
記分解ガス油生成物を、分解ガス流、分解ガソリン流、分解ガス油流、及び循環油流のう
ちの少なくとも２種に分離するための分離システムも有する。幾つかの実施態様では該シ
ステムは、前記循環油流を立ち上がり管反応器に送るための再循環導管も有する。幾つか
の実施態様では該システムは、前記分解ガソリン生成物を、エチレン流、プロピレン流、
ブチレン流及び分解ガソリン流のうちの少なくとも２種に分離するための第二分離システ
ムも有する。幾つかの実施態様では該システムは、前記分解ガソリン流を中間反応器に送
るための第二再循環導管も有する。
【００６６】
　本発明の一実施態様では、ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内で好適な接触分解条件下、ガ
ス油供給原料を中間蒸留物選択的触媒と接触させて、分解ガス油生成物及び使用済み分解
触媒を含むＦＣＣ立ち上がり管反応器生成物を産出する、ＦＣＣ立ち上がり管反応帯域内
でガス油供給原料を接触分解する工程；該使用済み分解触媒を再生して再生分解触媒を産
出する工程；ガソリン供給原料を好適な高厳密性分解条件下で操作される中間分解反応器
内で該再生分解触媒と接触させて、少なくとも１種の低級オレフィン化合物及び使用済み
第二触媒を含む分解ガソリン生成物を産出する工程；該分解ガソリン生成物を、少なくと
も１種の低級オレフィン化合物を含む低級オレフィン生成物に分離する工程；
　該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を前記中間蒸留物選択的触媒として使用する
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工程；及び該使用済み再生分解触媒の少なくとも一部を再生して再生分解触媒を産出する
工程；を含む方法が開示される。幾つかの実施態様では前記中間蒸留物選択的分解触媒は
、非晶質シリカアルミナ及びゼオライトを含有する。幾つかの実施態様では本方法は、前
記低級オレフィン生成物をポリオレフィン製造システムの供給原料として使用する工程も
含む。幾つかの実施態様では前記中間分解反応器は中間反応帯域及びストリッピング帯域
を画定し、該中間反応帯域には前記ガソリン供給原料及び再生分解触媒が導入され、該中
間反応帯域からは前記分解ガソリン生成物が取出され、一方、該ストリッピング帯域には
水蒸気が導入され、該ストリッピング帯域からは使用済み再生分解触媒が取出される。幾
つかの実施態様では該方法は、前記中間分解反応帯域にＺＳＭ－５添加剤を導入する工程
も含む。幾つかの実施態様では前記好適な接触分解条件は、前記ガス油供給原料を、全ガ
ス油供給原料に対し４０～９０重量％の範囲の転化率で転化させるような条件である。幾
つかの実施態様では前記使用済み再生分解触は低濃度のカーボンを含有する。
【００６７】
　当業者は、本発明で開示した実施態様、構成配置、材料及び方法に関し、精神及び範囲
を逸脱しない限り多数の改変及び変化が可能であることを理解している。したがって、こ
こに記載し例証した特定の実施態様は、本来、単なる例示に過ぎないので、添付した特許
請求の範囲及びその機能的均等物は、これらの実施態様により限定すべきでない。
【符号の説明】
【００６８】
１０　　　システム
１４　　　ＦＣＣ立ち上がり管反応器
１６　　　中間分解反応器又は濃厚相反応器
１９　　　切換え弁
２０　　　再生器
２３　　　切換え弁
２６　　　ストリッパーシステム又は分離器／ストリッパー
３０　　　分離システム
５８　　　オレフィン分離システム
６５　　　分解ガソリン流
６６　　　中間反応帯域
６８　　　ストリッピング帯域
【先行技術文献】
【特許文献】
【００６９】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００６／０１７８５４６号
【特許文献２】米国特許第３，１３０，００７号
【特許文献３】米国特許第３，７０２，８８６号
【特許文献４】米国特許第３，７７０，６１４号
【特許文献５】米国特許第３，７０９，９７９号
【特許文献６】米国特許第３，８３２，４４９号
【特許文献７】米国特許第３，９４８，７５８号
【特許文献８】米国特許第４，０７６，８４２号
【特許文献９】米国特許第４，０１６，２４６号
【特許文献１０】米国特許第４，４４０，８７１号
【特許文献１１】米国特許第４，３１０，４４０号
【特許文献１２】ＥＰ－Ａ－２２９，２９５
【特許文献１３】米国特許第４，２５４，２９７号
【特許文献１４】米国特許第４，５００，６５１号
【特許文献１５】米国特許第４，３６８，１１４号
【非特許文献】
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【００７０】
【非特許文献１】“Ａｔｌａｓ　ｏｆ　Ｚｅｏｌｉｔｅ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｔｙｐｅ
”，Ｗ．Ｈ．Ｍｅｉｅｒ及びＤ．Ｈ．Ｏｌｓｏｎ，Ｂｕｔｔｅｒｗｏｒｔｈ－Ｈｅｉｎｅ
ｍａｎ，第３版、１９５２年
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